
 

 

資料４  

神奈川県都市農業推進条例の改正案について（ 新旧対照表）  

 

案 現行 

第１ ～２ 条 （ 略）  第１ ～２ 条 （ 略）  

（ 基本理念）  （ 基本理念）  

第３ 条 １ ～２  （ 略）  第３ 条 １ ～２  （ 略）  

３  農業資源の維持及び確保に当たっ ては、

市街地及びその周辺にある農地が良好な都

市環境の形成に資するこ と に鑑み、 こ れら

の農地が保全さ れるよう 配慮さ れなければ

なら ない。  

（ 新設）  

４  （ 略）  ３  （ 略）  

第４ ～６ 条 （ 略）  第４ ～６ 条 （ 略）  

（ 基本的施策）  （ 基本的施策）  

第７ 条 県は、 基本理念に基づいて、 次に掲

げる施策を 実施する。  

第７ 条 県は、 基本理念に基づいて、 次に掲

げる施策を実施する。  

( １ )～( 7)  （ 略）  ( １ )～( 7)  （ 略）  

( 8)  多様な担い手の育成及び確保並びに農

業用水その他の農業資源を保全するため

に地域が共同し て行う 取組を 促進するこ

と を 通じ て、 耕作放棄地（ 以前耕作の用

に供さ れていた土地で、 過去１ 年以内に

耕作さ れず、 かつ、 当分の間耕作さ れる

見込みのないも のをいう 。 ） の解消及び

発生抑制その他農地の有効利用を推進す

るこ と 。  

( 8)  多様な担い手により 農地の保全を 促進

し 、 耕作放棄地（ 以前耕作の用に供さ れ

ていた土地で、 過去１ 年以内に耕作さ れ

ず、 かつ、 当分の間耕作さ れる見込みの

ないも のをいう 。 ） の解消及び発生抑制

を図るこ と 並びに共同し て行う 取組によ

り 農業用水その他の農業資源の保全を促

進するこ と を 通じ て、 農地の有効利用を

促進するこ と 。  

( 9)  農業者の営農意欲を喚起し 、 及び都市

農業に対する県民の理解を促進するこ と

を通じ て、 市街地及びその周辺にある農

地の保全を 推進するこ と 。  

（ 新設）  

( 10)～( 13)  （ 略）  ( 9)～( 12)  （ 略）  

第８ ～12条 （ 略）  第８ ～12条 （ 略）  



（ 現行）  

神奈川県都市農業推進条例 

（ 目的）   

第１ 条 こ の条例は、 県民等が日常生活及び事業活動を 通じ 、 都市農業によ る新鮮で安全・ 安心な食

料等の供給と 、 農業の有する多面的機能の恵みを 享受し ている こ と を 認識し 、 県民の日常生活の基

盤である 都市農業を 貴重な営みと し て次世代に引き 継ぐ こ と の重要性にかんがみ、 都市農業の持続

的な発展について、 基本理念を 定め、 並びに県及び県民等の責務を 明ら かにすると と も に、 都市農

業の持続的な発展に関する 施策の基本と なる事項を 定める こ と によ り 、 都市農業の持続的な発展に

関する施策の総合的かつ計画的な推進、 食料等の安定供給及び農業の有する 多面的機能の発揮を 図

り 、 も っ て現在及び将来の県民の健康で豊かな生活の確保に寄与する こ と を 目的と する 。   

（ 定義）   

第２ 条 こ の条例において、 次の各号に掲げる 用語の意義は、 当該各号に定めると こ ろ による。  

( 1)  都市農業 都市に生活する 県民に対し 、 新鮮で安全・ 安心な食料等を 供給し 、 及び農業の有す

る 多面的機能を 提供する役割を 担う 神奈川県全域で営まれる 農業（ 畜産農業を 含む。 ） を いう 。  

( 2)  県民等 県民及び農業者並びに農業に関する 団体（ 以下「 農業関係団体」 と いう 。 ） を いう 。  

( 3)  食料等 農畜産物（ 花き 、 工芸農作物及び飼料作物を 含む。 ） 及びその加工品（ 農業者及び農 

業関係団体が加工する も のに限る。 ） を いう 。  

( 4)  多面的機能 良好な景観の形成、 防災、 県土の保全、 水源のかん養、 自然環境の保全、 文化の 

伝承、 情操のかん養等農業生産活動による 食料等の供給の機能以外の多面にわたる 機能を いう 。  

( 5)  地産地消 地域の需要に即し た生産を 行い、 その産物を 地域で消費する ための取組を いう 。   

（ 基本理念）   

第３ 条 都市農業の持続的な発展は、 将来にわたり 、 県民が求める 新鮮で安全・ 安心な食料等が、 農

業者によ っ て県内において安定的に生産さ れ、 合理的な価格で流通する と と も に、 県民の需要に応

じ て安定的に供給さ れるこ と により 、 地産地消の推進が図ら れるこ と を 旨と し て行われなければな

ら ない。   

２  都市農業の持続的な発展は、 将来にわたり 、 多様な担い手によ り 、 まと まり のある 優良な農地、

農業用水その他の農業資源が維持及び確保さ れ、 地域の特性に応じ た環境に調和する農業及び県民

と 農業者と の間の交流を 通じ た農業が営まれる こ と を 旨と し て行われなければなら ない。   

３  都市農業の持続的な発展は、 将来にわたり 、 県民が農業の有する 多面的機能の恵みを 身近に享受

すると と も に、 農業生産に当たり 、 都市から 生じ る食品廃棄物その他の有機性資源を 農業の自然循

環機能の維持増進に活用するこ と によ り 、 都市と 農業の共存が図ら れる こ と を 旨と し て行われなけ

ればなら ない。   

（ 県の責務）   

第４ 条 県は、 前条に定める 都市農業の持続的な発展についての基本理念（ 以下「 基本理念」 と い

う 。 ） にのっ と り 、 都市農業の持続的な発展に関する 総合的な施策を 策定し 、 及び実施する 責務を 有

する。   



２  県は、 都市農業の持続的な発展に関する施策の推進に関し 、 市町村と の連携を 図る と と も に、 市

町村が行う 都市農業に関する施策と の調整に努めるも のと する 。   

３  県は、 県民等と 連携し 、 及び協働し て、 都市農業の持続的な発展に関する施策を 推進するも のと

する。   

（ 農業者等の責務）   

第５ 条 農業者及び農業関係団体は、 農業の有する多面的機能に関する 認識を 深める と と も に、 次の

各号に掲げる 事項を 行う よ う 努める も のと する 。   

( 1)  食料等の生産、 流通及び販売活動並びに県民と の交流活動を 通じ 、 基本理念の実現に向け主体

的に取り 組むこ と 。   

( 2)  県が実施する都市農業の持続的な発展に関する施策に協力する こ と 。   

（ 県民の責務）   

第６ 条 県民は、 農業生産活動及び農業の有する 多面的機能に関する理解を 深める と と も に、 次の各

号に掲げる 事項を 行う よう 努めるも のと する。   

( 1)  県内産の食料等の消費及び利用に努めると と も に、 農業生産活動への参画及び農業者と の交流

活動を 通じ 、 基本理念の実現に積極的な役割を 果たすこ と 。  

( 2)  県が実施する都市農業の持続的な発展に関する施策に協力するこ と 。   

（ 基本的施策）   

第７ 条 県は、 基本理念に基づいて、 次に掲げる 施策を 実施する。   

( 1)  食料等の生産から 流通を 経て販売に至る過程における 農薬、 肥料、 飼料、 動物医薬品その他の 

資材の使用の適正化、 食料等の品質に関する表示の適正化並びに衛生及び品質管理の普及啓発及 

び指導を 通じ て、 安全・ 安心な食料等の供給を 推進するこ と 。  

( 2)  県民等が県内産の食料等を 提供し 、 及び利用する ための生産体制及び販売体制の整備、 食料等 

の円滑な流通の促進並びに県内産の食料等（ 飼料作物を 除く 。 ） の銘柄の確立を 通じ て、 地産地 

消を 推進する こ と 。  

( 3)  地域の特性を 生かし た生産の振興、 経営安定施策の実施及び鳥獣害対策の推進を 通じ て、 農業 

経営の安定化を 推進するこ と 。  

( 4)  実用性の高い農業技術及び特産品を 開発し 、 及び普及する と と も に、 情報化の推進を 通じ て、  

農業生産及び農業経営の高度化並びに農業者及び農業関係団体の情報交換を 促進するこ と 。  

( 5)  食と 農に関する 知識の普及及び情報提供並びに農業の体験によ る 学習機会の充実を 通じ て、 食 

と 農に対する 県民の理解を 促進する こ と 。  

( 6)  意欲ある 農業の担い手の育成、 新規就農の促進、 女性の農業経営への参画の支援、 高齢者の農 

業に関する 活動の機会の確保、 地域の農作業を 受託する組織の育成及び農業者以外の県民の農業 

への参画を 進めるこ と を 通じ て、 農業の多様な担い手の育成及び確保を 推進するこ と 。  

( 7)  農地の利用の集積を 促進し 、 及び生産条件の改善を 推進するこ と を 通じ て、 農業の生産性の向 

上を 図り 、 ほ場その他の農業の生産基盤の確保及び整備を 推進する こ と 。   

  



( 8)  多様な担い手によ り 農地の保全を 促進し 、 耕作放棄地（ 以前耕作の用に供さ れていた土地で、  

過去一年以内に耕作さ れず、 かつ、 当分の間耕作さ れる見込みのないも のを いう 。 ） の解消及び 

発生抑制を 図る こ と 並びに共同し て行う 取組によ り 農業用水その他の農業資源の保全を 促進する

こ と を 通じ て、 農地の有効利用を 促進する こ と 。  

( 9)  県民が農及び自然にふれあい、 それら について学ぶための施設の整備、 市民農園の整備並びに 

伝統文化その他の地域資源に接する 機会の充実を 通じ て、 地域の農業を 生かし た県民と 農業者と  

の交流を 推進するこ と 。  

( 10)  家畜排せつ物、 食品廃棄物その他の未利用資源の有効活用を 促進するこ と を 通じ て、 地力

（ 土壌の性質に由来する農地の生産力を いう 。 ） の増進及び農業経営の効率化を 図り 、 農業の生

産性 の向上を 推進する こ と 。  

( 11)  化学的に合成さ れた農薬及び化学肥料の使用の抑制によ る環境への負荷の少ない持続性の高

い農業の普及を 通じ て、 環境に調和する農業生産を 推進する こ と 。  

( 12)  その他都市農業の持続的な発展のために必要な施策を 推進するこ と 。   

（ 指針の策定）   

第８ 条 知事は、 都市農業の持続的な発展に関する施策の総合的かつ計画的な推進を 図る ため、 都市

農業の持続的な発展に関する指針（ 以下「 指針」 と いう 。 ） を 定めなければなら ない。   

２  前項の指針は、 次に掲げる 事項について定めるも のと する 。   

( 1)  都市農業の持続的な発展に関する 総合的かつ長期的な目標及び施策の方向  

( 2)  前号に掲げるも ののほか、 都市農業の持続的な発展に関する施策を 総合的かつ計画的に推進す

る ために必要な事項  

３  知事は、 社会経済情勢の変化及び農業を 取り 巻く 環境の変化に迅速かつ柔軟に対応する ため、 定

期的に指針を 検証し 、 必要に応じ 指針の変更を 行わなければなら ない。   

４  知事は、 指針を 定め、 又は変更し たと き は、 遅滞なく こ れを 公表する も のと する。   

（ 財政上の措置）   

第９ 条 県は、 都市農業の持続的な発展に関する 施策を 推進するために必要な財政上の措置を 講ずる

よ う 努める も のと する 。   

（ 推進体制の整備）   

第10条 県は、 県民等及び市町村と 連携し て、 都市農業の持続的な発展に関する 施策の総合的かつ計

画的な推進を 図るための効率的な体制を 整備する も のと する。   

（ 審議会への諮問）   

第11条 知事は、 第８ 条第１ 項に定める指針を 定め、 又は変更し よ う と する と き その他都市農業の持

続的な発展に関する 重要事項に関し 決定を 行おう と すると き は、 神奈川県都市農業推進審議会の意

見を 聴く も のと する 。   

（ 委任）   

第12条 こ の条例の施行に関し 必要な事項は、 規則で定める 。   


